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第１章　【特集】 原子力発電所をめぐる警備情勢

福島第一原子力発電所事故により、原子力発電所の周辺住民等に避難等の指示や警戒区域
等の設定が発令されたことから、警察では、事故発生直後から、避難誘導、放射線量のモニ
タリング、原子炉建屋への放水活動、行方不明者の捜索活動、検問、警戒・警ら活動、住
民の一時立入りに対する支援活動等を行いました。

警察では、現在も、全国警察からの特別派遣等により体制を確保した上で、警戒区域等の見
直しによる警戒区域周辺の情勢の変化や住民等の要望等を踏まえ、検問箇所を移設して検問の
実効性を図るとともに、警戒区域周辺の重点パトロールを実施するなどして、引き続き警戒を強化
しています。

 　原子力災害への対策

平成 23 年３月に発生した福島第一原子力発電所事故は、原子力発電所をめぐる警備
情勢に大きな影響を与えました。
福島第一原子力発電所の周辺地域では、いまだに多数の住民が避難生活を強いられ
ており、原子力災害からの復旧・復興は道半ばとなっています。また、万が一、原子力
災害が発生した場合に備え、対策の抜本的な見直しが求められているほか、原子力発
電所のテロに対する脆

ぜい

弱性も露呈したことから、核テロに対する取組も重要性を増して
います。さらに、原子力政策の在り方をめぐって様々な運動が展開される中、過激派を
始めとする勢力が運動に介入する動向も見受けられます。
このように、原子力発電所をめぐり様 な々情勢がみられる中、警察は、原子力災害対
策や核テロの未然防止対策の強化を進めています。
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島根・鳥取両県警察合同会議・初動対応訓練の開催

愛媛県原子力防災訓練における住民の避難誘導訓練
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実効

福島第一原子力発電所の事故対応を踏ま
え、警察では、組織改編や増員、装備資機
材の整備・拡充、実戦的な訓練を行うなどして、
原子力災害対策の推進体制を整備しました。

また、平成 24 年９月の防災基本計画原子力
災害対策編の修正、同年 10 月の原子力災害
対策指針の策定等を踏まえ、警察庁では、25
年 1 月に「国家公安委員会・警察庁防災業

務計画」を修正し、原子力災害への対応力
強化のための対策を定めました。

原子力災害が発生した場合には、その影響
が広範囲にわたるおそれがあることから、警
察では、修正内容を踏まえ、広域での住民避
難等の防護措置が迅速に行えるよう、拡大さ
れた原子力災害対策重点区域を管轄する自治
体、原子力事業者等と緊密に連携して、原子
力災害対策を推進していきます。

原子力災害対策




